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（1）宅地造成等に関する工事の技術的基準等（第13条）

（2）宅地造成等に関する工事等の監督処分（第20条第2項・第3項・第4項）

（3）特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準等（第31条）

（4）特定盛土等又は土石の堆積に関する工事等の監督処分（第39条第2項・第3項・第4項）

宅地造成及び特定盛土等規制法

❻



※１　「特定専門工事」において、主任技術者の配置が不要となる下請負人は除かれます。（法律

26 条の 3　令第 30 条　P11 参照）

※２　施行令が改正され、令和 7年 2月 1日より下請負金額の合計が「4,500 万円」から「5,000 万円」

「7,000 万円」から「8,000 万円」に変更となりました。
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8,0005,000

8,200

注文

（監理技術者制度運用マニュアル二-二 (3)参照）

（監理技術者制度運用マニュアル二-二 (4)参照）
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　恒常的な雇用関係については、監理技術者資格者証の写し、市区町村が作成する住民税
特別徴収税額通知書の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し、所
属会社の雇用証明書の写し又はこれらに準ずる資料の交付年月日等により確認できること
が必要です。

R7.2.1
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派遣社員など）
雇用など）

（監理技術者制度運用マニュアル二-四参照）
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の工事が対象）
を除くほとんど
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4,500

主任技術者の配置を要しません。

Ｂ、Ｄ、Ｅ社）の主任技術者の職務を行う場合は、下請負人（二次下
請Ｂ、Ｄ、Ｅ社）は主任技術者を置く必要がありません。

なお、この合意の書面には、次の書面を添付しなければなりません。
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7.2.1
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◆他の工事現場の技術者・営業所技術者等との兼任不可◆
《注意①》「専任」とは、必ずしも工事現場への「常駐」を必要とするものではありません。
　技術研鑽のための研修、講習、試験等への参加、休暇の取得、働き方改革の観点を踏まえた勤務体
系その他の合理的な理由で、短期間（1~2 日程度）工事現場を離れることについて、その間における
施工内容等を踏まえ、適切な施工ができる体制を確保することができる場合は差支えありません。
　それを超える期間現場を離れる場合、終日現場を離れている状況が週の稼働日の半数以上の場
合等については、以下の了解を得ている場合は差支えありません。
・元請の主任技術者又は監理技術者（補佐含む）：発注者
・下請の主任技術者：元請または下請
（監理技術者制度運用マニュアル三（１）参照）

　「営業所技術者等」は、請負契約の締結にあたり技術的なサポート（工法の検討、注文者への
技術的な説明、見積等）を行うことが職務ですから、所属営業所に常勤（テレワーク含む）して
専らその職務に従事することが求められます。
　ただし、以下の各建設工事について要件を満たす場合は、特定営業所技術者は主任技術者
又は監理技術者の職務を、営業所技術者は主任技術者の職務を兼ねることができます。な
お、専任特例（P14～ P15）を活用する場合を除きます。

専任とは、他の工事現場に係る職務を兼務せず、勤務中は常時継続的に当該工事現場に係
る職務にのみ従事していることをいいます。（監理技術者制度運用マニュアル三参照）

《注意②》「営業所技術者等（特定営業所技術者または営業所技術者）」は、現場の主任技術
　　　　　者又は監理技術者になることができないことに注意しよう！
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営業所技術者

専任工事

営業所

特定営業所技術者

監理技術者
or

主任技術者

専任工事

営業所

兼務可

兼務可

＜特定建設業の場合＞

＜一般建設業の場合＞

主任技術者

営業所技術者等が兼務できる工事

１．主任技術者又は監理技術者を専任で配置する必要がある建設工事

【兼務の要件】※以下の全てを満たすことが必要
○工事契約

　当該営業所において締結された工事であること

○請負金額

　１億円（建築一式工事の場合は２億円）未満

○兼任現場数

　１工事現場

○営業所と工事現場の距離

　１日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内

○下請次数

　３次まで

○連絡員の配置

　監理技術者等との連絡その他必要な措置を講

　ずるための者の配置（土木一式工事又は建築

　一式工事の場合は、当該建設工事の種類に関

　する実務経験を１年以上有する者）

○施工体制を確認できる情報通信技術の措置

○人員の配置を示す計画書の作成、保存等

○現場状況を確認するための情報通信機器の設置

○直接的かつ恒常的な雇用関係にあること

（監理技術者制度運用マニュアル二－二 (5) 参照）

２．主任技術者又は監理技術者を専任で配置する必要がない建設工事

【兼務の要件】※以下の全てを満たすことが必要
○当該営業所において締結された工事であること
○工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事
　現場と営業所が近接していること
○当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること
○直接的かつ恒常的な雇用関係にあること

（監理技術者制度運用マニュアル二－二(5)参照）
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主任技術者又は監理技術者の専任配置の特例（専任特例）

　建設工事に配置することが求められている主任技術者又は監理技術者は、請負金額が一定金
額以上の場合には工事現場毎に専任で配置することとされていますが、技術者の役割が十分に
果たし得る範囲においては、専任配置の特例が設けられています。

専任特例１号

　専任特例１号は、主任技術者又は監理技術者は専任を要する工事を兼務でき、具体的な
要件等は以下のとおりです。（建設業法第26条第3項第１号、同法施行令第28条参照）

【兼任の要件】
○請負金額
　１億円（建築一式工事の場合は２億円）未満
○工事現場間の距離
　１日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内
○下請次数
　３次まで
○連絡員の配置
　監理技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるた
　めの者の配置（土木一式工事又は建築一式工事の場
　合は、当該建設工事の種類に関する実務経験を１年
　以上有する者）
○施工体制を確認できる情報通信技術の措置（※1）
○人員の配置を示す計画書の作成、保存等
○現場状況を確認するための情報通信機器の設置（※2）
○兼任現場数
　２以下
( 監理技術者制度運用マニュアル三 (２) 参照）

請負金額

1億円
（2億円）

原則専任
※専任特例2号は兼任可能

情報通信機器の
活用等による
兼任制度

（専任特例1号）
※主任技術者・監理技術者に適用可能

専任不要

4500万円
（9000万円）

（）は建築一式工事

（※1）
●施工体制を確認できる情報通信技術の措置について
　工事現場の施工体制を主任技術者又は監理技術者が情報通信技術を利用する方法により確
認するための措置を講じていることが必要です。
　情報通信技術については、現場作業員の入退場が遠隔から確認できるものとし、CCUS 又は
CCUS と API 連携したシステムであることが望ましいですが、その他のシステムであっても、遠
隔から現場作業員の入退場が確認できるシステムであれば可能です。

（※2）
●現場状況を確認するための情報通信機器の設置について
　主任技術者又は監理技術者が、当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況の確認をす
るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、かつ当該機器を用い
た通信を利用することが可能な環境が確保されていることが必要です。
　情報通信機器については、遠隔の現場との必要な情報のやりとりを確実に実施できるもので
あればよく、一般的なスマートフォンやタブレット端末、WEB 会議システムでも構いません。ま
た、通信環境については、例えば、山間部等における工事現場において、遠隔からの確実な情報
のやりとりができない場合はこの要件に該当しません。
（監理技術者制度運用マニュアル三（２）参照）
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専任特例２号

●監理技術者が兼務できる工事現場の範囲は、工事内容、工事規模及び施工体制等を考
慮し、主要な会議への参加、工事現場の巡回、主要な工程の立ち会いなど、元請として
の職務が適正に遂行できる範囲です。この場合、情報通信技術の活用方針や、監理技
術者補佐が担う業務等について、あらかじめ発注者に説明し理解を得ることが望ま
しいです。（監理技術者制度運用マニュアル三 (２) 参照）
●監理技術者補佐を置いた場合でも、監理技術者は、その職務が適正に実施される責務
を有しています。監理技術者補佐は、監理技術者の指導の下、監理技術者の職務を補
佐することが求められます。（監理技術者制度運用マニュアル二－三参照）
●工事現場の数が１であっても監理技術者を補佐する者を配置することは可能です
が、当該監理技術者が他の工事現場を兼務することはできません。また、専任特例２
号は監理技術者に関する特例であり、主任技術者は対象となりません。
　（監理技術者制度運用マニュアル三参照）
●同一の監理技術者又は主任技術者が、専任特例１号を活用した工事現場と専任特例
２号を活用した工事現場を兼務することはできません。（監理技術者制度運用マニュ
アル三参照）

下請B社
主任技術者

下請Ｃ社
主任技術者

元請A社

下請Ｄ社
主任技術者

下請Ｅ社
主任技術者

注文者

元請A社
監理技術者

監理技術者補佐
（専任）

監理技術者補佐
（専任）

工事１

注文者

工事２

兼務可

　監理技術者の職務を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）を、当該工事現場ごと
に専任で置く場合には監理技術者の兼務が認められます。この場合、監理技術者が兼務で
きるのは２現場までです。
　また、監理技術者補佐になれるのは、主任技術者の資格を有する者のうち、次のいずれか
に該当する者です。
・１級の技術検定の第１次検定に合格した者（１級施工管理技士補）（令和３年４月１日施行）
・監理技術者の資格を有する者
　（建設業法第 26 条第 3項第 2号、同法施行令第 28 条参照）
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等

（監理技術者制度運用マニュアル三（3）参照）
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　公共性のある工作物等に関する重要な工事のうち密接な関連のある（※1）二以上の
建設工事を同一の建設業者が同一の場所または近接した場所（※2）において施工する
場合は、同一の専任の主任技術者がこれらの工事を管理（※3）することができます。
（建設業法施行令第27条第2項参照）
　※この規定は専任の監理技術者には適用されません

２以上の工事を同一の主任技術者が兼任できる場合

　公共性のある工作物等に関する重要な工事で、以下①②の要件をともに満たす場合、全
ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書面による承諾を得た上でこれら複
数の工事を同一の工事とみなして、同一の主任技術者または監理技術者が当該複数工事全
体を管理することができます。（各工事の発注者は同一又は別々のいずれでも可）

　この場合、その全てを下請として請け負う場合を除き、これら複数工事に係る下請金額
の合計が 5,000 万円（建築一式工事の場合は 8,000 万円）以上となる場合は特定建設業の
許可が必要であり、工事現場には主任技術者に代えて監理技術者を設置しなければなり
ません。
　また、これら複数工事に係る請負代金の額の合計が 4,500 万円（建築一式の場合は
9,000 万円）以上となる場合、監理技術者等はこれらの工事現場に専任の者でなければな
りません。
（監理技術者制度運用マニュアル三 (2) 参照）

２以上の工事を同一の主任技術者、監理技術者が兼任できる場合

（※1）
●密接な関連のある工事
工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整
を要する工事
(例)
・資材を一括で調達し、相互に工程
調整

・工事の相当部分を同一の下請業者
で施工し、相互に工程調整

（※2）
●同一の場所または近接した場所
工事現場の相互の間隔が１０ｋｍ
程度の近接した場所

（※3）
●管理することができる工事の数
専任が必要な工事を含む場合は、
原則２件程度

※適用にあたっては、安全や品質の確保等、各工事の適正な施工について、発注者が適切に判断することが必要

①契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事であること

②それぞれの工事の対象が同一の建築物又は連続する工作物であること

17



5,000

5,000 8,000

8,000

4,500 9,000

特定建設工事共同企業体（特定 JV） 経常建設共同企業体（経常 JV）

注）公共工事の場合、共同企業体運用準則に定める構成
　　員の資格要件に従って技術者を設置すべきである。

注）公共工事の場合、共同企業体運用準則に定める構成
　　員の資格要件に従って技術者を設置すべきである。
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5,000 8,000

5,000 8,000

4,500
9,000

6,000

4,500

5,000

5,000 8,000

9,000

注）公共工事の場合、共同企業体運用準則に定める構成
　　員の資格要件に従って技術者を設置すべきである。

注）公共工事の場合、共同企業体運用準則に定める構成
　　員の資格要件に従って技術者を設置すべきである。

特定建設工事共同企業体（特定 JV） 経常建設共同企業体（経常 JV）
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工

見積条件及び他工種との関係部位、特殊部分に関する事項

施行 14
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①建設業者は、主要な資材の供給の著しい減少や資材価格の高騰等、工期や請負代金
の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがある場合は、注文者に対してその旨を
通知しなければなりません。（建設業法 第20条の2第2項）

②通知をした受注者は、工期の変更、工事内容の変更、請負代金の額の変更について
協議を申し出ることができます。 （建設業法 第20条の2第3項）

③協議の申出を受けた注文者は、誠実に応ずるよう努めなければなりません。（建設
業法 第20条の2第4項）

契約前

契約後（事象が発生した場合）

（例）
・主要な資機材の供給不足もしくは遅延又は資機材の価格の高騰
・特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格の高騰
（天災その他自然的又は人為的な事象により生じ、受発注者双方の責めに帰することができないもの）

【契約前】

【契約後】

「資材高騰のおそれあり」
「資材の入手困難のおそれあり」

注文者 受注者

②変更の協議（請負金額・工期）

③協議に誠実に応ずる努力

実際に顕在化したとき

※公共発注者は協議に応ずる義務

注文者 受注者

①通知義務
※根拠情報やその情報源（報道記事・統計資料等の公表資料）も明示
※書面又はメール等により、見積書交付等のタイミングで通知

おそれ情報の通知・協議

●契約締結時点で未発生の天災等の自然的事象については、その発生について合理的に
説明できる場合を除き、事前の予測は困難なため、通知が義務づけられる情報とは想
定されにくいものです。（元請負人と下請負人間における建設業法令遵守ガイドライン1.（2））
●おそれ情報を通知していなくても契約書上の定めに従って、協議の申出は可能です。
協議の申出を受けた注文者は、通知されていなかったことのみをもって契約変更協議
を拒む理由にはなりません。（元請負人と下請負人間における建設業法令遵守ガイドライン
2.2-1(6)）

！
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27

「工事の工程」

4
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⑦天災その他不可抗力による工期の変更又
は損害の負担及びその額の算定方法に関
する定め

⑧価格等の変動又は変更に基づく工事内容
の変更又は請負代金の額の変更及びその
額の算定方法に関する定め

が⑥当事者の一方から設計変更又は工事着手の
延期若しくは工事の全部若しくは一部の中
止の申出があった場合における工期の変
更、請負代金の額の変更又は損害の負担及
びそれらの額の算定方法に関する定め

⑤請負代金の全部又は一部の前払金又は出
来形部分に対する支払の定めをするとき
は、その支払の時期及び方法

　三
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央建設業審議会決定、令和６年３月改定）

　建設工事の注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比

して著しく短い期間を工期とする請負契約を締結することは禁止されています。（法第19条の 5）

　この規定の要旨は、建設業就労者の長時間労働を是正するためには、適正な工期設定を行う

必要があり、通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間を工期とする建設工事の請負

契約を禁止するものです。

◆通常必要と認められる期間にお比して著しく短い工期に

よる請負契約の締結の禁止（法第 19 条の 5）

◆工期に影響を及ぼす事象で認識しているものについて契

約締結までに通知

　①地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染、その他の

　地中の状態に起因する事象

　②騒音、振動、その他の周辺の環境に配慮が必要な事象

◆工程の細目を明らかにし、工程ごとの作業及びその準備

に必要な日数を見積もり（法第 20 条第 1項）
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※必要があるときは発注者に対し、報告又は資料の提出を求めることが可能

③ 建設工事の注文者が建設業者である場合、国土交通大臣等は建設業
法第４１条を根拠とする勧告や第２８条を根拠とする指示処分を行
う。（通常と同様）

＜建設業法＞
第十九条の六 （略）
２ 建設業者と請負契約（請負代金の額が政令で定める金額以上であるものに限る。）を締結した発注
者が前条の規定に違反した場合において、特に必要があると認めるときは、当該建設業者の許可をした
国土交通大臣又は都道府県知事は、当該発注者に対して必要な勧告をすることができる。
３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の勧告を受けた発注者がその勧告に従わないときは、その
旨を公表することができる。
４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項又は第二項の勧告を行うため必要があると認めるときは、
当該発注者に対して、報告又は資料の提出を求めることができる。

＜入契法＞
第十一条 各省各庁の長等は、それぞれ国等が発注する公共工事の入札及び契約に関し、当該公共工事
の受注者である建設業者（建設業法第二条第三項に規定する建設業者をいう。次条において同じ。）に
次の各号のいずれかに該当すると疑うに足りる事実があるときは、当該建設業者が建設業の許可を受け
た国土交通大臣又は都道府県知事及び当該事実に係る営業が行われる区域を管轄する都道府県知事に対
し、その事実を通知しなければならない。
一 （略）
二 第十五条第二項若しくは第三項、同条第一項の規定により読み替えて適用される建設業法第二十
四条の八第一項、第二項若しくは第四項又は同法第十九条の五、第二十六条第一項から第三項まで、
第二十六条の二若しくは第二十六条の三第六項の規定に違反したこと。

② 国土交通大臣等は著しく短い工期で契約を締結した発注者に対して、勧
告を行うことができ、従わない場合はその旨を公表することができる。

①＜公共工事の場合＞＜入契法＞
建設工事の受注者（元請）が下請業者と著しく短い工期で下請契約を締

結していると疑われる場合は、当該工事の発注者は当該受注者の許可行政
庁にその旨を通知しなければならない。

※建設業法第３１条を根拠とする立入検査や報告徴収も可能

発注者

元請
（建設業者）

１次下請
（建設業者）

許可行政庁

①

②勧告

③指示

著しく短い工期による契約

著しく短い工期による契約

駆け込みホットライン　等

違反の疑いを通報違反の疑いを通報
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ません。
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　特定建設業者である元請負人が、手形期間が 60 日を超える手形により下請代金の支払
を行った場合、建設業法上違反となるおそれがあります。（法第 24 条の 6 第 3 項）
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8,000

5,000 8,000

5,000

5000 5000
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主任
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下請負人経由可）
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台帳の写し提出
(公共工事の場合）
※キャリアアップシ
ステム等を活用した
場合は提出省略可 ・施工体制台帳・

施工体系図の作
成掲示
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・元請業者の名称
・再下請負通知が必要な旨
・再下請負通知書の提出先

40



一次下請との契約書の写し及び二次下請以下の下請負人が締結した全ての契約書の写し

41



公共工事以外の建設工事は請負代金の額の部分を除く
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（１）当該工事に関し、実際に工事現場に置いた主任技術者又は監理技術者の氏名、有する主任技術
　　　者資格又は監理技術者資格
（２）監理技術者補佐を置いたときは、その者の氏名、有する監理技術者補佐資格
（３）主任技術者若しくは監理技術者又は監理技術者補佐以外に専門技術者を置いたときは、その者
　　　の氏名、その者が管理を担当した建設工事の内容、有する主任技術者資格
（４）下請負人（末端までの全業者を指しています。以下同じ。）の商号、許可番号
（５）下請負人に請け負わせた建設工事の内容、工期
（６）下請業者が実際に工事現場に置いた主任技術者の氏名、有する主任技術者資格
（７）下請負人が主任技術者以外に専門技術者を置いたときは、その者の氏名、その者が管理を担当
　　　した建設工事の内容、有する主任技術者資格

44



１．「主任技術者の氏名」の欄は、法第 26 条第 2項の規定に該当する場合には、「主任技術者の氏名」を「監理技
術者の氏名」とし、その監理技術者の氏名を記載すること。

２．「専任の有無」の欄は、法第２６条第３項本文の規定に該当する場合に、「専任」と記載し、同項第１号に該当
する場合には、「非専任（情報通信技術利用）」と、同項第２号に該当する場合には、「非専任（監理技術者を補
佐する者を配置）」と記載すること。

３．「資格名」の欄は、当該主任技術者又は監理技術者が法第 7条第 2号ハ又は法第 15 条第 2号イに該当する
者である場合に、その者が有する資格等を記載すること。

４．「資格者証交付番号」の欄は、法第２６条第３項の規定により専任の者でなければならない監理技術者又は
同項第１号若しくは第２号に該当する監理技術者を置く場合に、当該監理技術者が有する資格者証の交付
番号を記載すること。

５．「許可を受けた建設業」の欄には、当該建設工事の現場で行っている建設工事に係る許可を受けた建設業を
記載すること。

６．「国土交通大臣知事」については、不要のものを消すこと。

　則
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37

（縦）25cm以上×（横）35cm以上、

40参照）
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一号特定技能外国人の
従事の状況（有無）

外国人技能実習生の
従事の状況（有無）
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8
5

8
5

監理

労働保険番号（14桁）

○資格の要件は主任技術者と同じです。
○資格の要件が備わっていれば主任又は監理技術者が兼任出来ます。
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一号特定技能外国人の
従事の状況（有無）

外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

5,000 8,000

5,000 8,000

※1 ※2

50



※以下の者が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。

1. 一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の

特定技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者。

2. 同法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者。(「外国人技能実習生」という。)

8,0005,000

○営業所技術者等は原則現場に専任すべき主任技術者にはなれません。
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一号特定技能外国人の
従事の状況（有無）

外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

再下請負通知人の加入状況
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※以下の者が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。

1. 一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の

特定技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者。

2. 同法別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者。(「外国人技能実習生」という。)

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無）

外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

※1 ※2

再下請人の加入状況
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5,000 8,000
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「電気通信事業法（工事担任者）」（資格コード３５）の注意事項：

・令和３年４月１日以降に工事担任者試験に合格した者、養成課程を修了した者及び総務大臣の認定を受けた者に限ります。
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公式　　「X」（旧Twitter）はこちら


